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※本ニュースレターは、英文ニュースレターの翻訳版です。 
日本語訳と原文（英文）に差異が生じた場合には、原文が優先されます。 

1. 電子商取引活動における海外直接投資 1の条件の変更 

インド政府は、海外直接投資（Foreign Direct Investment：以下「FDI」）ポリシー2の電子商取引に関する条項を改正

し、マーケットプレイス型の電子商取引（マーケットプレイス型電子商取引事業体）に関して、FDI による 100％出資を

自動認可ルート 3で許可した。FDI は、在庫ベース型の電子商取引には許可されていない。インドにおけるマーケット

プレイス型電子商取引事業体の FDI に適用される規制の枠組みを明確化、強化し、かつ、オンライン・オフライン事

業者に公正な競争の場を提供することを目的として、インド政府は、電子商取引事業体の FDI に関して、2017 年度

統合版 FDI ポリシー通達（FDI Policy：以下「FDI ポリシー」）の更なる改正を実施した 4。本改正は、FDI を行ってい

るマーケットプレイス型電子取引事業体の全てに適用され、2019 年 2 月 1 日から施行される。 

以下に主要な改正内容をまとめる。 

 改正前条項 改正後条項 備考 
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条項（iv） 

マーケットプレイスを提供し

ている電子商取引事業体

は、在庫（すなわち販売を予

定している商品）について所

有権を行使しない。在庫の

所有を行う場合、当該事業

体は在庫ベース型とみなさ

れる。 

条項（iv） 

マーケットプレイスを提供してい

る電子商取引事業体は、在庫

（すなわち販売を予定している商

品）について所有権又は支配権

を行使しない。在庫の所有又は

支配を行う場合、当該事業体は

在庫ベース型とみなされる。出

店者による在庫の購入の 25％
超が、マーケットプレイス型電子

商取引事業体又はそのグループ

企業によるものである場合、当

該マーケットプレイス型電子商取

引事業体は、当該出店者の在庫

に支配を及ぼしているとみなされ

る。  

 出店者が在庫の 25％超をマーケット

プレイス型電子商取引事業体又はそ

の「グループ」企業から購入している

場合、当該マーケットプレイス型電子

商取引事業体は、当該出店者の在庫

の販売に支配を及ぼしているとみなさ

れる 
 在庫の所有権に加えて、マーケットプ

レイス型電子商取引事業体が在庫の

支配権（定義のとおり）を行使した場

合、当該事業体は在庫ベース型とみ

なされ、FDI は許可されない 
 マーケットプレイス型電子商取引事業

体が、当該出店者の総購入の 25％
超がマーケットプレイスの事業体又は

そのグループ企業から購入したもの

であるかどうかを確認することは実務

的に困難である。この点に関しては、

インド政府による更なる明確化が必要

である 

                                                           

1 インド企業／事業体への海外投資に関するポリシー 
2 2016 年 3 月 29 日付のプレスノート第 3 号 
3 インド政府の承認なしで海外事業体がインドへの投資を行うルート 
4 2018 年 12 月 26 日付のプレスノート第 2 号（2018 年 PN-2） 
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2 条項（v） 

電子商取引事業体は、事業

年度ベースの売上額の

25％を超える売上がマーケ

ットプレイスにおける一つの

出店者又はそのグループ企

業から得たものであっては

ならない。 

条項（v） 

マーケットプレイス型電子商取引

事業体若しくはそのグループ企

業が資本参加している事業体又

はマーケットプレイス型電子商取

引事業体若しくはそのグループ

企業によってその在庫を支配し

ている企業は、当該マーケットプ

レイス事業体によって運営されて

いるプラットフォームにおいて商

品を販売することができない。 

 一つの出店者による電子商取引プラ

ットフォーム上での売上が 25％を超

えてはならないという制限は廃止され

た 
 マーケットプレイス型電子商取引事業

体は、上記条項（iv）で規定されている

通り、株式を保有している若しくは在

庫に支配を及ぼすグループ企業又は

事業体の在庫を販売することができ

ない 

3 条項（ix） 

マーケットプレイスを提供す

る電子商取引事業体は、商

品又はサービスの販売価格

に直接又は間接に影響力を

及ぼさず、公正な競争の場

を維持する。 

条項（ix） 

マーケットプレイスを提供する電

子商取引事業体は、商品又はサ

ービスの販売価格に直接又は間

接に影響力を及ぼさず、公正な

競争の場を維持する。サービス

は、マーケットプレイス型電子商

取引事業体又はマーケットプレイ

ス型電子商取引事業体が直接

的又は間接的に資本参加してい

る又は共通の支配を及ぼしてい

る企業体により、プラットフォーム

上の出店者に対し、独立企業間

原則に則り、かつ公平で差別の

ない方法で提供されなければな

らない。当該サービスは、受注処

理、物流、倉庫保管、広告、マー

ケティング、支払、資金調達等を

含むがこれらに限定されない。マ

ーケットプレイス事業体のグルー

プ企業による買主へのキャッシ

ュバックは、公平で差別のない

方法で行われなければならな

い。本条項において、ある出店

者へ類似の状況にある出店者が

適用を受けられないような条件

でサービスが提供された場合、

当該サービス提供は不公平かつ

差別的であるとみなされる。 

 マーケットプレイス型電子商取引事業

体又はそのグループ企業が出店者に

提供する様々なサービスは、独立企

業の原則に則り、かつ他の全ての出

店者に適用される類似の条件で提供

されなければならない 
 さらに、マーケットプレイス型電子商取

引事業体のグループ企業は、買主に

対して有利な条件でキャッシュバック

を提供することを禁止され、公平かつ

差別のない方法で行わなければなら

なくなった 

4 該当条項なし 新規追加条項（xi） 

マーケットプレイス型電子商取引

事業体は、出店者に対して、自ら

のプラットフォームのみで商品を

販売するよう強制してはならな

い。 

 本条項により、出店者及びマーケット

プレイス型電子商取引事業体との排

他的取引をすることができなくなる 

5 該当条項なし 新規追加条項（xii） 

上記ガイドラインの順守を確認

するため、マーケットプレイス型

電子商取引事業体は、毎年 9 月

30 日までに、インド準備銀行に

対し、前年度に係る法定監査人

の報告書とともに証明書を提出

しなければならない。 

 本条項により、FDI ポリシーの順守を

確実にするため、個別に検証可能な

公的義務がマーケットプレイス型電子

商取引事業体に課される。 
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2. インド準備銀行、2018 年の外国為替管理法（借入及び貸付）規制を通知し、対外商業借入の新しい枠組みを

発表 

外貨建及びインドルピー建の借入及び貸付に関する規定を簡略化するため、インド準備銀行（Reserve Bank of 
India：以下「RBI」）は、2018 年統合版外国為替管理（借入及び貸付）規制（借入及び貸付規制）5を通知した。RBI
は、2018 年 12 月 5 日の隔月の金融政策声明において、規制の統合を提案していた。借入及び貸付規制は、以下

の規制に代わるものである。  

 2000 年外国為替管理（インドルピー建借入及び貸付）規制  
 2000 年外国為替管理（外貨建借入及び貸付）規制  

上記を推進し、対外商業借入及びルピー建債券の運用上の枠組みを合理化して提供するために、RBI は、2019 年

1 月 16 日に対外商業借入の新しい枠組みを発表した。 

主要なポイントは、下記を参照のこと。  

＞＞Regulatory Alert（Deloitte India ウェブサイト（英語））  

  

                                                           

5 2018 年 12 月 17 日付 

https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/in/Documents/tax/Regulatory%20Alert/in-tax-ra-fema-regulations-new-ecb-framework-noexp.pdf
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過去のニュースレター 

過去に発行されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。 
www.deloitte.com/jp/tax/nl/ao 
 

問い合わせ 

デロイト トーマツ税理士法人 インド室 
パートナー 林 博之     hiroyuki.hayashi@tohmatsu.co.jp 
シニアマネジャー Pawankumar Kulkarni     pawankumar.kulkarni@tohmatsu.co.jp  
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